
人件費の状況（平成21年度普通会計決算）2
年度 歳出額（Ａ） 人件費（Ｂ） 人件費率 

（Ｂ／Ａ）
Ｈ21 331億8,992万3千円 62億1,363万1千円 18.7%

職員給与費の状況（平成21年度普通会計決算）3

職員数（Ａ）
給　　与　　費 一人当たり 

給与費 
（Ｂ／Ａ）給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

756人
27億4,362万8千円 4億3,758万7千円 10億1,209万8千円 41億9,331万3千円

5,547千円
65.4％ 10.4％ 24.2％ 100.0％

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
　　  ２　対象者は、普通会計に属する職員で年間休業者を除きます。
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部門別職員数の増減とその主な理由（各年４月１日現在）1 市
職
員
の
給
与
、

人
数
等
の
状
況

部門 平成21年 平成22年 増減 主な増減理由

普

通

会

計

一
般
行
政

議 会 6 6 0 
総 務 企 画 146 139 ▲　7 業務分担の見直し
税 務 39 40 1 滞納整理体制の強化
民 生 242 244 2 保育業務の増加
衛 生 53 52 ▲　1 業務分担の見直し
労 働 7 7 0 
農 林 水 産 32 31 ▲　1 業務分担の見直し
商 工 13 15 2 特区推進業務の増加
土 木 51 49 ▲　2 業務分担の見直し
小 計 589 583 ▲　6 

特
別
行
政

教 育 193 186 ▲　7 業務分担の見直し
消 防 0 
小 計 193 186 ▲　7 

公
営
企
業
等
会
計

病 院 76 69 ▲　7 病院事業の縮小
水 道 24 25 1 施設維持管理体制の強化
下 水 道 27 25 ▲　2 業務の減少
そ の 他 38 37 ▲　1 業務分担の見直し
小 計 165 156 ▲　9 
合計 947 925 ▲ 22 

（単位：人）

一般職員に関する人件費 55億288万2千円
市長、副市長、教育長 4,807万3千円
議員に関する人件費 1億7,514万1千円

各種委員に対する報酬 4億8,753万5千円
合　　　計 62億1,363万1千円

人件費の内訳

その他の支出

一般
職員

特別職
議員
各種委員

人件費
18.7％

職員数（Ａ）
共　　済　　費 一人当たり 

共済費 
（Ｂ／Ａ）

地方公務員共済
組合負担金

公立学校共済
組合負担金

市町村職員
互助会負担金

退職手当組合
負担金

地方公務員災害
補償基金負担金 計（B)

782人 7億9,900万5千円 3,178万5千円 1,326万円 4億5,953万7千円 598万2千円 13億956万9千円 167万5千円
（注）１　共済費とは一般企業の社会保険料、労働保険料にあたるものです。
　　  ２　甲賀市は滋賀県市町村職員退職手当組合に加入し、退職金は退職手当組合から支給しています。

共済費

職員手当の状況（平成21年度普通会計決算）4
扶養
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤勤務
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

宿日直
手当

管理職
手当 児童手当 夜間勤務

手当 合計

7,578万3千円 2,319万円 4,766万円 49万8千円 1億6,760万7千円 112万4千円 568万6千円 9,670万5千円 1,932万2千円 1万2千円 4億3,758万7千円

2010.12.1� 平成22年12月1日



職員手当の内容（平成21年度）5
区　分 甲賀市 国

期
末
・
勤
勉
手
当

（支給割合）

甲賀市の制度と同じ

期末 勤勉 計
6月期 1.25月分 0.70月分 1.95月分
12月期 1.50月分 0.70月分 2.20月分

計 2.75月分 1.40月分 4.15月分
※職制上の段階、職務の級等による加算措置 〔有〕

扶
養
手
当

（支給額）

甲賀市の制度と同じ

配偶者 13,000円
扶養親族 6,500円

（配偶者がない場合の１人目） (11,000円)
満16歳になる年度から

満22歳になる年度末まで 加算 5,000円

住
居
手
当

（支給額） （月額）

甲賀市の制度と同じ
借家・借間（最高限度） 27,000円

持ち家（新築・購入から５年） 2,500円
※持ち家に係る手当は平成21年12月から廃止しました。

通
勤
手
当

（支給額）

 甲賀市の制度と同じ

公共交通機関利用（最高限度）　　　55,000円／月

交通用具使用（月額）
距離 金額

2km未満 －
2km以上  5km未満 2,000円
5km以上10km未満 4,100円

10km以上15km未満 6,500円
15km以上20km未満 8,900円
20km以上25km未満 11,300円
25km以上30km未満 13,700円
30km以上35km未満 16,100円
35km以上40km未満 18,500円
40km以上45km未満 20,900円
45km以上50km未満 21,800円
50km以上55km未満 22,700円
55km以上60km未満 23,600円
60km以上　　　　　 24,500円

特殊勤務手当
（平成21年度
普通会計決算）

支給総額 498,000円

職員全体に占める 
手当支給職員の割合 9.4%

支給職員１人当たり 
平均支給年額 5,533円

支給した手当の種類 
（手当数） 1

時間外勤務手当
（普通会計決算）

支給総額 
（Ａ）

臨時的な時間外手当
(選挙の投開票） 

(Ｂ）

差引通常経費 
(Ａ)－（Ｂ）＝（Ｃ）

対象者数 
（Ｄ）

職員1人当たり 
平均支給年額 
（Ｃ）/（Ｄ）

21年度 1億6,760万7千円 2,880万6千円 1億3,880万1千円 586人 236,862円

20年度 1億5,125万5千円 1,135万7千円 1億3,989万8千円 612人 228,592円
（注）１　時間外勤務手当の支給対象者は平成21年度普通会計の職員数756人の内、管理職170人を除く586人です。

職員の平均給料月額および平均年齢の状況（平成22年4月1日現在）6

区　分
一般行政職　674名 医療職　33名 技能労務職　62名

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

普通会計 312,800円 40歳7月 291,400円 38歳8月 284,300円 53歳1月

2010.12.1 �平成22年12月1日



職員の初任給の状況（平成22年4月1日現在）7

区　分
甲賀市 国（Ⅰ種）

決定初任給 採用2年経過日 
給料月額 決定初任給 採用2年経過日 

給料月額

一　般 
行政職

大学卒 172,200円 184,200円 185,800円 198,200円

短大卒 149,800円 160,200円 152,800円 164,300円

高校卒 140,100円 148,500円 140,100円 148,500円

職員の経験年数別・学歴別
平均給料月額の状況　　

（平成22年4月1日現在）

8

区　分 経験年数
10年

経験年数
15年

経験年数
20年

一　般 
行政職

大学卒 265,700円 302,500円 357,000円
短大卒 236,100円 288,400円 322,100円
高校卒 対象者なし 対象者なし 309,300円

国との給料月額の水準比較(ラスパイレス指数※)の状況9
区　分 平成21年度

一般行政職 96.4 ※国家公務員の給料月額を 100 とみなした場合の指数

一般行政職の級別職員数の状況（平成22年4月1日現在）10
区　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

標準的な 
職務の名称 主事 主事 主査 係長 課長補佐

職員数 59人 114人 214人 121人 89人
構成比 8.8% 16.9% 31.7% 17.9% 13.2%
区分 ６級 ７級

計標準的な 
職務の名称 課長 次長

部長
職員数 47人 30人 674人
構成比 7.0% 4.5% 100.0%

（注）１  甲賀市の給与条例に基づく給料表の級区分による職
員数です。

　　  ２  標準的な職務の名称とは、それぞれの級に該当する
代表的な職名です。

甲賀市独自の削減状況（平成21年度普通会計の状況）11

区　分 削減内容 削減額

特別職給料削減

（月額）

 247万2千円

本来の支給額 削減率 削減後の額
市長 900,000円 10% 810,000円

副市長 750,000円 8% 690,000円
教育長 700,000円 8% 644,000円

　
管理職手当の削減

（月額）

883万2千円

職名 本来の支給額 削減率 削減後の額
部長級 79,100円 15% 67,235円
次長級 70,200円 15% 59,670円
課長級 60,200円 13% 52,374円
参事 56,000円 13% 48,720円

課長補佐 47,100円 10% 42,390円

※一般行政職を例にあげています。

職員給料の削減
1，374万7千円

管理職 現給保障給の100％削減
一般職 現給保障給の30％削減

※現給保障給とは平成18年4月1日に給与改革があった際、
　その前日に受けていた給料と新給料の差額を支給するものです。
　平成22年4月からは、全職種において廃止しました。

職員給料の削減に伴う期末、勤勉手当の減額 561万7千円

合　　　計 3，066万8千円

公平委員会の報告12
①勤務条件に関する措置の要求の状況
②不利益処分に関する不服申し立ての状況
③その他 いずれも平成 21 年度において要求はありませんでした。

職員課　給与係  ☎ 65-0668   63-4561問い合わせ

　市の独自削減として特別職、一般職員の給与について以下のとおり実施しています。

2010.12.1� 平成22年12月1日


